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1. 概要

本資料は，資料Ｖ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき実施する常設代替高圧電源装置

用カルバート（トンネル部）（以下，「トンネル」という。）の地震応答解析について説明する

ものである。 

本地震応答解析は，機器・配管系が耐震性に関する技術基準へ適合することを確認するために

用いる応答値を抽出するものである。 

また，トンネルが耐震性に関する技術基準へ適合することを確認するために用いる応答値の

抽出を行う。その際，耐震設計に用いる応答値はこの地震応答解析による断面力及び基礎地盤

に生じる接地圧とする。 
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2. 基本方針

位置 

トンネルの平面配置図を第 2－1 図に示す。

第 2－1 図（1） トンネルの平面配置図（全体平面図） 

第 2－1 図（2） トンネルの平面配置図（拡大図） 
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構造概要 

トンネルは，軽油移送配管，電気ケーブル及び水配管を間接支持する鉄筋コンクリート構造

物であり，延長約 140 m である。トンネルは内径 4.6 m，覆工 1.2 m であり，全線に亘り一定

間隔でブロック割し，施工する。構造物は十分な支持性能を有する岩盤内に設置する。 

トンネルの縦断断面図を第 2－2 図，標準断面図を第 2－3 図に示す。

第 2－2 図 トンネルの縦断断面図 

第 2－3 図 トンネルの標準断面図 
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解析方針 

トンネルは，Ｖ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に基づき，基準地震動Ｓｓに対して解析

を実施する。 

第 2－4 図にトンネルの地震応答解析フローを示す。 

地震応答解析は，「2. 基本方針」に基づき，「3.1 評価対象断面」にて設定する断面にお

いて，「3.2 解析方法」に示す水平地震動と鉛直地震動の同時加振による時刻歴非線形解析

にて行う。 

時刻歴非線形解析は，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」及び「3.5 解析モデル及び諸元」に

示す条件を基に，「3.4 入力地震動」により設定する入力地震動を用いて実施する。 

地震応答解析による加速度応答は，機器・配管系の入力地震動又は入力地震力に用い，断面

力及び接地圧は，トンネルの耐震設計に用いる。 

第 2－4 図 トンネルの地震応答解析フロー 

検討開始

解析方針

評価対象断面の設定

解析方法の設定

荷重及び
荷重の組合せの設定

入力地震動の設定

解析モデル及び諸元の設定

地震応答解析

応答値

機器・配管系の
入力地震動又は入力地震力

取水構造物の耐震設計に
用いる断面力，層間変形角，
圧縮縁コンクリートひずみ

及び接地圧

 

トンネルの耐震設計に 

用いる断面力及び接地圧 
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適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002年制定）

原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（（社）土木学

会，2005年） 

原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本電気協会） 

道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会，平成24年

3月） 
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3. 解析方法

評価対象断面 

トンネルの設置標高及び周辺地質を踏まえて，第 3－1図に示す①－①断面を評価対象断面

とする。トンネルの地質断面図を第 3－2 図に示す。 

第 3－1 図 トンネルの評価対象断面位置図 

①

①

トンネル 
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第 3－2 図 トンネルの地質断面図（①－①断面） 

トンネル 
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解析方法 

地震応答解析は，Ｖ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち，「2.3 屋外重要土木構造

物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の動的相互作用を考慮できる２次元動的全応力解析を用い

て，基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振に対する逐次時間積

分の時刻歴非線形解析を行う。 

地震応答解析には，解析コード「TDAPⅢ Ver. 3.08」を使用する。なお，解析コードの検証

及び妥当性確認の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

構造部材 

構造部材は，線形はり要素及び平面ひずみ要素でモデル化する。 

地盤 

地盤については，Ramberg-Osgood モデルを適用し，動せん断弾性係数及び減衰特性の非

線形性を考慮する。 

減衰特性 

時刻歴非線形解析における減衰特性については，固有値解析にて求められる固有振動数

に基づく Rayleigh 減衰を考慮する。 
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荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ｖ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

耐震評価上考慮する状態 

トンネルの地震応答解析において，地震以外に考慮する状態を以下に示す。

(1) 運転時の状態

発電用原子炉施設が運転状態にあり，通常の条件下におかれている状態。ただし，運転

時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。

(3) 設計用自然条件

埋設構造物であるため，積雪及び風荷重は考慮しない。

(4) 重大事故等時の状態

重大事故等時の状態の影響を受けないことから考慮しない。

荷重 

トンネルの地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。

(1) 固定荷重（Ｇ）

固定荷重として，躯体自重を考慮する。

(2) 積載荷重（Ｐ）

積載荷重として機器・配管荷重，土圧及び水圧による荷重を考慮する。

(3) 地震荷重（ＫＳ）

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。

荷重の組合せ 

荷重の組合せを第 3－1表に示す。 

第 3－1 表 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｐ＋ＫＳ 

Ｇ ：固定荷重

Ｐ ：積載荷重

ＫＳ：地震荷重 
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入力地震動 

入力地震動は，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち，「2.3 屋外重要土木構造

物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを１次元波

動論により地震応答解析モデル底面位置で評価したものを用いる。入力地震動算定の概念図を

第 3－3 図に，入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルを第 3－4 図に示す。 

入力地震動の算定には，解析コード「microSHAKE/3D Ver. 2.2.3.311」を使用する。解析コ

ードの検証及び妥当性確認の概要については，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概

要」に示す。 

第 3－3 図 入力地震動算定の概念図 
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（a）加速度時刻歴波形 

（b）加速度応答スペクトル 

第 3－4 図（1） 東西方向断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－Ｄ１） 
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（a）加速度時刻歴波形 

（b）加速度応答スペクトル 

第 3－4 図（2） 東西方向断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－Ｄ１） 
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（a）加速度時刻歴波形 

（b）加速度応答スペクトル 

第 3－4 図（3） 東西方向断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－１１）
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（a）加速度時刻歴波形 

（b）加速度応答スペクトル 

第 3－4 図（4） 東西方向断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－１１）
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（a）加速度時刻歴波形 

（b）加速度応答スペクトル 

第 3－4 図（5） 東西方向断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－１２）
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（a）加速度時刻歴波形 

（b）加速度応答スペクトル 

第 3－4 図（6） 東西方向断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－１２）
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（a）加速度時刻歴波形 

（b）加速度応答スペクトル 

第 3－4 図（7） 東西方向断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－１３）

-1200

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

1200

0 50 100 150 200

加
速

度
（

c
m
／

s2
）

時間（s）

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

0.01 0.1 1 10

加
速

度
（

c
m/

s
2 ）

周期(s)

h=0.05

MAX 402 cm/s2（26.35 s）



18 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-2
-
2
1-
3
 
R0
 

（a）加速度時刻歴波形 

（b）加速度応答スペクトル 

第 3－4 図（8） 東西方向断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－１３）
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（a）加速度時刻歴波形 

（b）加速度応答スペクトル 

第 3－4 図（9） 東西方向断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－１４）
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（a）加速度時刻歴波形 

（b）加速度応答スペクトル 

第 3－4 図（10） 東西方向断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－１４）
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（a）加速度時刻歴波形 

（b）加速度応答スペクトル 

第 3－4 図（11） 東西方向断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－２１）
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（a）加速度時刻歴波形 

（b）加速度応答スペクトル 

第 3－4 図（12） 東西方向断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－２１）
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（a）加速度時刻歴波形 

（b）加速度応答スペクトル 

第 3－4 図（13） 東西方向断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－２２）
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（a）加速度時刻歴波形 

（b）加速度応答スペクトル 

第 3－4 図（14） 東西方向断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－２２）
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（a）加速度時刻歴波形 

（b）加速度応答スペクトル 

第 3－4 図（15） 東西方向断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平方向：Ｓｓ－３１）
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（a）加速度時刻歴波形 

（b）加速度応答スペクトル 

第 3－4 図（16） 東西方向断面の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直方向：Ｓｓ－３１）
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解析モデル及び諸元 

解析モデル 

トンネルの地震応答解析モデルを第 3－5 図に示す。

(1) 解析領域

解析領域は，側方境界及び底面境界が構造物の応答に影響しないよう，構造物と側方境

界及び底面境界との距離を十分に大きく設定する。 

(2) 境界条件

解析領域の側方及び底面には，エネルギの逸散効果を考慮するため，粘性境界を設ける。

(3) 構造物のモデル化

構造物は，線形はり要素及び平面ひずみ要素でモデル化する。

(4) 地盤のモデル化

地盤は，地質断面図に基づき，平面ひずみ要素でモデル化する。

第 3－5 図 トンネルの地震応答解析モデル 
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使用材料及び材料の物性値 

使用材料を第 3－2表に，材料の物性値を第 3－3表に示す。 

第 3－2 表 使用材料 

諸元 

コンクリート 設計基準強度 30 N/mm2 

鉄筋 SD345，SD390，SD490 

第 3－3 表 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

（kN/m3） 

ヤング係数

(N/mm2)
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 24.5 2.8×104 0.2

地盤の物性値 

地盤の物性値は，Ｖ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している物性値

を用いる。 




